
議案第３１号 

令和６年度 岡垣町水道事業会計予算 

（総則） 
第１条 令和６年度岡垣町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 
第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１） 給水戸数  １３，０００戸 
（２） 年間総給水量 ２，８００，０００㎥ 
（３） 一日平均給水量  ７，６７０㎥ 
（４） 主要な建設改良事業

 水道事業費 ３２１，０７５千円 
（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 
収 入 

第１款 水道事業収益 ６２４，６６４千円 
第１項 営業収益 ５８１，７０７千円 
第２項 営業外収益  ４２，９５６千円 
第３項 特別利益  １千円 

支 出 
第１款 水道事業費用 ６０４，０３８千円 

第１項 営業費用 ５６３，１１３千円 
第２項 営業外費用  ３９，９２４千円 
第３項 特別損失  １千円 
第４項 予備費  １，０００千円 
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 （資本的収入及び支出） 
第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 
（資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額２５５，２５７千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整

額２７，４４８千円、当年度分損益勘定留保資金１７６，８０５千円、建設改良積立金２５，５０２千円、減債積立金２５，

５０２千円で補てんするものとする。） 
収       入 

第１款 資本的収入 ２４０，１５６千円 
第１項 企業債 ２２９，７００千円 
第２項 他会計出資金  １千円 
第３項 負担金  １０，４５２千円 
第４項 国庫補助金  １千円 
第５項 県費補助金  １千円 
第６項 その他資本的収入  １千円 

支 出 
第１款 資本的支出 ４９５，４１３千円 

第１項 建設改良費 ３２１，０７５千円 
第２項 企業債償還金 １７４，３３７千円 
第３項 国庫補助金返還金 １千円 

 （企業債） 
第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

建設改良費 229,700 千円 証書借入 

4.5％以内（但し、利率見直し方式で

借り入れる資金について、利率の見直

しを行った後においては、当該見直し

後の利率） 

借入先の融資条件による。但し、企業

財政その他の都合により繰上償還又

は、低利に借り換えることができる。 
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（一時借入金） 
第６条 一時借入金の限度額は、１０，０００千円と定める。 
 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 
第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１） 営業費用及び営業外費用の間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の

金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 
（１） 職員給与費            ５３，４６１千円 
（他会計からの繰入金） 

第９条 岡垣町一般会計予算からこの会計へ繰入を受ける金額は、１０，９９２千円とする。 
（たな卸資産の購入限度額） 

第 10 条 たな卸資産の購入限度額は、１０，０００千円と定める。 

令和６年 ３月 ４日提出 

岡垣町長 門 司 晋 

- 3 -



- 4 -



- 5 -



款 項 目 予 定 額 (千円) 備 考

604,038収  益  的  支  出  合  計
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資  本  的  収  入  及  び  支  出

 収              入

款 項 目 予 定 額 (千円) 備 考

1資本的収入 240,156

1企業債 229,700

1企業債 229,700企業債借入金

2他会計出資金 1

1他会計出資金 1他会計出資金（科目保存）

3負担金 10,452

1負担金 10,452一般会計負担金、工事負担金

4国庫補助金 1

1国庫補助金 1国庫補助金（科目保存）

5県費補助金 1

1県費補助金 1県費補助金（科目保存）

6その他資本的収入 1

1その他資本的収入 1

240,156資  本  的  収  入  合  計
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１　総　 　括 （単位：千円）

0 △ 18

一般職
(人)
(1)
4

(0)
3

(1)
7

(1)
3

(0)
3

(1)
6

(0)
1

(0)
0

16,158 3,082 19,240

222 10,422 540

6,728 45,690

1,045 5,659

3,218

48

(0)
6

23,248 14,947 38,962

前
年
度

635 64 1,508 174 7,896

638 64

2,526

9,201 4,428 13,629

給　　与　　費　　明　　細　　書

区　 　分
法　  定
福 利 費

合　計 備　考
特別職
(人)

給　料 手　当 計

職　　員　　数 給　 　与　 　費

本
年
度

資本勘定
支弁職員

(0)
0

10,579 5,579

合　計
(0)
6

27,420 17,863 46,105 8,178 54,283

損益勘定
支弁職員

(0)
6

16,841 12,284 29,947 5,096 35,043

(0)
6

14,047 10,519 25,333 4,051 29,384
損益勘定
支弁職員

本 年 度 894 1,865

資本勘定
支弁職員

(0)
0

1,378 1,151 2,529
比
較

損益勘定
支弁職員

(0)
0

2,794 1,765 4,614

405

資本勘定
支弁職員

(0)
0

2,934

2,677 16,306

合　計

540 3,236

(0)
0

4,172 2,916 7,143 1,450 8,593

地  域

手  当

管理職

手　当

管理職
員特別
勤  務
手　当

時間外
勤  務
手  当

通  勤

手  当

期  末
勤  勉
手  当

児  童

手  当

退　職

給付費

(0)
1

  （単位：千円）

報　酬

822

822

767

0

767

55

比　　較 0

合　計 55

前 年 度 894

※ 職員数は常勤職員（会計年度任用職員を除く）の合計数、（　）は短時間勤務職員（会計年度任用職員を除く）
の合計数を示す

職

員

手

当

の

内

訳

区　　分
扶  養

手  当

住  居

手  当

3 0 357
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ア 会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

給 与 費職　　員　　数

540

0

3,218

3,236

△ 18

一般職
(人)
(1)
4

(0)
3

(1)
7

(1)
3

(0)
3

(1)
6

(0)
1

(0)
0

(0)
1

（単位：千円）

0

1,865

1,508

357

222

174前 年 度 894

48

10,422

7,896

2,526

地  域

手  当

管理職

手　当

管理職
員特別
勤  務
手　当

時間外
勤  務
手  当

通  勤

手  当

期  末
勤  勉
手  当

※ 職員数は常勤職員の合計数、（　）は短時間勤務職員の合計数を示す

職

員

手

当

の

内

訳

区　　分
扶  養

手  当

住  居

手  当

本 年 度 894

比　　較 0

635

3

64

児  童

手  当

退　職

給付費

638 64 540

2,934

合　計
(0)
0

4,172 2,916 7,088 1,450 8,538

比
較

損益勘定
支弁職員

(0)
0

2,794 1,765 4,559

合　計
(0)
6

76 23,248 14,947 38,271

1,045 5,604

資本勘定
支弁職員

(0)
0

1,378 1,151 2,529 405

資本勘定
支弁職員

(0)
0

9,201 4,428 13,629 2,677 16,306
前
年
度

損益勘定
支弁職員

(0)
6

76 14,047 10,519 24,642 4,051 28,693

6,728 44,999

5,579 16,158 3,082 19,240

合　計
(0)
6

76 27,420 17,863 45,359 8,178 53,537

計

本
年
度

損益勘定
支弁職員

(0)
6

76 16,841 12,284 29,201

区 分
法　  定
福 利 費

合　計 備　考
特別職
(人)

報　酬 給　料 手　当

5,096 34,297

資本勘定
支弁職員

(0)
0

10,579
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イ 会計年度任用職員 （単位：千円）

（単位：千円）

通  勤

手  当

期　末

手  当

職　　員　　数 給 与 費

一般職
（人）

計

比　　較

前 年 度

退　職

給付費

職

員

手

当

の

内

訳

区　　分
地  域

手  当

時間外
勤  務
手  当

本 年 度

合　計 55 55 55

比
較

損益勘定
支弁職員

55 55

合　計 691 691

55

資本勘定
支弁職員

資本勘定
支弁職員

前
年
度

損益勘定
支弁職員

691 691 691

691

合　計 746 746 746

本
年
度

損益勘定
支弁職員

746 746

区 分
法　  定
福 利 費

合　計 備　考
特別職
（人）

報　酬 給　料 手　当

746

資本勘定
支弁職員
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２　給料及び職員手当の増減額の明細 （単位：千円）

３　給料及び職員手当の状況

ア 職員１人当り給与

※ 再任用短時間勤務職員及び任期付職員、会計年度任用職員を除く

イ 初　任　給

期末手当及び勤勉手当の支給月数の改定によ
るもの   　　　　　　　　　　　　　  196

区　分 増減額 増減事由別内訳 説　明 備　考

給　料 4,172

給与改定に伴う増減分 256 給与表の改定によるもの　  256

その他の増減分 3,590 他会計異動等によるもの 　3,590

昇給に伴う増加分 326 平均昇給率　  1.532%

平均給料月額(円） 276,163 

平均給料月額(円） 284,860 

一般行政職 単純労務職

その他の増減分 2,720

令和6年4月1日現在 平均給与月額(円） 324,938 

区　 　分

職員手当 2,916

制度改正に伴う増減分 196

昇給によるもの　   31
他会計異動等によるもの  2,689

平均年齢（歳） 43.7

令和5年4月1日現在 平均給与月額(円） 313,675 

平均年齢（歳） 43.1

区　分 一般行政職(円） 単純労務職(円）
一般会計の制度

一般行政職(円） 単純労務職(円）

大学卒 196,200 196,200

高校卒 170,900 164,000 170,900 164,000
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ウ 級別職員数

※ 任期付職員、会計年度任用職員を除く
※ （　）は再任用職員数を示す

区　 　分
一　般　行　政　職 単　純　労　務　職

級 職員数(人） 構成比(％) 級 職員数(人） 構成比(％)

1 16.7

5　級
(0) (0)

6　級
(0) (0)

0 0.0

4　級
(0) (0)
1 16.7

2 33.3

3　級
(1) (100.0)
2 33.3

令和5年4月1日現在

6　級
(0) (0)

令和6年4月1日現在

5　級
(0) (0)

3　級
(1) (100.0)

1　級
(0)

2　級
(0) (0)

0 0.0

計
(1) (100.0)

1　級
(0) (0)

1 20.0

6 100.0

0 0.0

4　級
(0) (0)
1 20.0

1 20.0

2　級
(0) (0)
1 20.0

(0)
1 20.0

計
(1) (100.0)
5 100.0
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（級別の基準となる職務）

一　般　行　政　職 主査、主任
特に高度な知識又は経験を必要と
する業務を行う主事、技師

主事、技師、
主事補、技師補

区　 　分 6　　級 5　　級 4　　級

一　般　行　政　職 課長、参事、主幹
課長、課長補佐、

参事、主幹
係長、統括主査

単　純　労　務　職

単　純　労　務　職

区　 　分 3　　級 2　　級 1　　級
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エ 昇給

※ 再任用職員及び任期付職員、会計年度任用職員を除く

本

年

度

職 員 数 （ Ａ ） （ 人 ） 6 6

6 号 給 （ 人 ）

昇 給 に 係 る 職 員 数 （ Ｂ ） ( 人 ） 6 6

号 給 数 別 内 訳

2 号 給 （ 人 ）

区　 　分 合　 　計

代　表　的　な　職　種

一般行政職 単純労務職

3 号 給 （ 人 ） 1 1

前

年

度

職 員 数 （ Ａ ） （ 人 ） 5 5

号 給 数 別 内 訳

2 号 給 （ 人 ） 1 1

4 号 給 （ 人 ） 3 3

3 号 給 （ 人 ） 1

比 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） （ ％ ） 100.0 100.0

1

昇 給 に 係 る 職 員 数 （ Ｂ ） ( 人 ） 5 5

5 号 給 （ 人 ） 1 1

4 号 給 （ 人 ） 4 4

比 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） （ ％ ） 100.0 100.0

5 号 給 （ 人 ）

6 号 給 （ 人 ）
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オ 期末手当、勤勉手当

※ 任期付職員、会計年度任用職員を除く

※ （　）は再任用職員の支給率を示す

2.250 2.250 4.500

区　 　分
支　給　期　別　支　給　月　数

支給月数計
（月分）

 職制上の段階、職務の級等
による加算措置

備　考
6月（月分） 12月（月分）

本年度
(1.175) (1.175) (2.350)

有

一般会計の制度
(1.175) (1.175)

前年度
(1.150) (1.150)

2.250 2.250 4.500

2.200 2.200 4.400

(2.300)
有

(2.350)
有
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カ 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

キ 特殊勤務手当

ク その他の手当

備　考

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

定年前早期
退職特例措
置(1年につ
き2％加算)

区　分
20年勤続の者

（月分）
25年勤続の者

（月分）
35年勤続の者

（月分）
最高限度
（月分）

その他の
加算措置等

区 分 全職種
代　表　的　な　職　種

一般行政職 単純労務職

一般会計の
制 度
(支給率等)

24.586875 33.27075 47.709 47.709

定年前早期
退職特例措
置(1年につ
き3％加算)

扶　　養　　手　　当 同 じ

給料総額に対する比率（％） 0 0 0

支給対象職員数の比率（％）
（令和6年4月1日現在）

0 0 0

代表的な特殊勤務手当の名称 なし

区 分 一般会計の制度との異同 差　異　の　内　容

住　　居　　手　　当 同 じ

通　　勤　　手　　当 同 じ
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令和  5 年度 岡垣町水道事業会計予定損益計算書

（令和 5年 4月 1日 から 令和 6年 3月31日まで）

千円 千円 千円

１ 営業収益

493,112(1) 給水収益

30,307 523,419(2) その他の営業収益

２ 営業費用

187,209(1) 原水及び浄水費

66,424(2) 配水及び給水費

50,967(3) 総係費

192,059(4) 減価償却費

1,671 498,330(5) 資産減耗費

25,089営業利益

３ 営業外収益

34,307(1) 長期前受金戻入

3,306(2) 雑収益

540 38,153(3) 他会計負担金

４ 営業外費用

29,352(1) 支払利息及び企業債取扱諸費

1,278 30,630 7,523(2) 雑支出

32,612経常利益

32,612当年度純利益

302前年度繰越利益剰余金

90,956その他未処分利益剰余金変動額

123,870当年度未処分利益剰余金
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令和  5 年度 岡垣町水道事業会計予定貸借対照表

(令和 6年 3月31日)

資  産  の  部

千円 千円 千円 千円

１  固定資産

(1) 有形固定資産

168,525イ 土地

61,257ロ 建物

18,726△42,531建物減価償却累計額

7,457,741ハ 構築物

3,923,717△3,534,024構築物減価償却累計額

1,205,976ニ 機械及び装置

329,512△876,464機械及び装置減価償却累計額

2,965ホ 車両及び運搬具

201△2,764車両及び運搬具減価償却累計額

21,086ヘ 工具、器具及び備品

1,593△19,493工具、器具及び備品減価償却累計額

有形固定資産合計 4,442,274

(2) 無形固定資産

8,697イ 水利権

20,793ロ ソフトウェア

無形固定資産合計 29,490

4,471,764固定資産合計

２  流動資産

402,703(1) 現金預金

16,134(2) 未収金

△938 15,196貸倒引当金

324(3) 貯蔵品

10,975(4) その他流動資産

429,198流動資産合計

4,900,962資 産 合 計

負  債  の  部

３  固定負債

2,176,517(1) 企業債

(2) 引当金
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注 記 

 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 １ 資産の評価基準及び評価方法 

    貯蔵品         先入先出法による。 

  

 ２ 固定資産の減価償却の方法    

（１）有形固定資産 

・減価償却の方法     定額法による。 

・主な耐用年数 

建物            １０～５０年 

構築物           １０～６０年 

機械及び装置        １０～２０年 

車両及び運搬具        ４～ ６年 

工具、器具及び備品      ２～１３年 

 

（２）無形固定資産 

・減価償却の方法     定額法による。 

・主な耐用年数 

水利権              ２０年 

ソフトウェア            ５年 

 

３ 引当金の計上方法 

（１）退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する金額を計上している。 
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（２）賞与等引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当と同手当に係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を

計上している。 

（３）貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため計上している。 

４ 消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式による。 

Ⅱ．予定貸借対照表等関連 

１ 賞与等引当金の取り崩し 

令和５年度において、期末手当・勤勉手当の支給及び同手当に係る法定福利費の支出をするため、賞与等引当金３，８４６，２９０円を取り崩し

た。 

令和６年度において、期末手当・勤勉手当の支給及び同手当に係る法定福利費の支出をするため、賞与等引当金３，１１８，０００円を取り崩し

た。 
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